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世界経済成長率 
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（注）世界 189 か国ベース。先進国は、日本・米国・ユーロ 17 か国および英国。 

   新興国等には、過去の実質 GDP 成長率の年次データをもとにした試算含む。 

（出所）IMF「世界経済動向」 

 

日本経済成長率 
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（出所）内閣府「国民経済計算」 
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展望レポートの経済・物価見通し 

――対前年度比、％。なお、＜  ＞内は政策委員見通しの中央値。

  
実質ＧＤＰ 

消費者物価指数 

（除く生鮮食品）

 

  消費税率引き上げの 
影響を除くケース 

 
2013 年度 

＋2.6～＋3.0 

＜＋2.7＞ 

＋0.6～＋1.0 

＜＋0.7＞ 
 

 
７月時点の見通し 

＋2.5～＋3.0 

＜＋2.8＞ 

＋0.5～＋0.8 

＜＋0.6＞ 

 
2014 年度 

＋0.9～＋1.5 

＜＋1.5＞ 

＋2.8～＋3.6 

＜＋3.3＞ 

＋0.8～＋1.6 

＜＋1.3＞ 

 
７月時点の見通し 

＋0.8～＋1.5 

＜＋1.3＞ 

＋2.7～＋3.6 

＜＋3.3＞ 

＋0.7～＋1.6 

＜＋1.3＞ 

 
2015 年度 

＋1.3～＋1.8 

＜＋1.5＞ 

＋1.6～＋2.9 

＜＋2.6＞ 

＋0.9～＋2.2 

＜＋1.9＞ 

 
７月時点の見通し 

＋1.3～＋1.9 

＜＋1.5＞ 

＋1.6～＋2.9 

＜＋2.6＞ 

＋0.9～＋2.2 

＜＋1.9＞ 

  

（出所）日本銀行 

  

消費支出と輸出 

（兆円）                               （兆円） 
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（出所）内閣府「国民経済計算」 
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消費者マインドと株価 
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（出所）内閣府「消費者態度指数」、Bloomberg 

 

消費者マインドと有効求人倍率 
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（出所）内閣府「消費者態度指数」、厚生労働省「職業安定業務統計」 

 

 

（図表５）
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就業者一人当たり労働生産性 
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（出所）内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」 

 

製造業・非製造業の労働生産性 
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（注）実質 GDP に全産業活動指数から求めた業種別ウェイトを乗じて、業種別 GDP を算出。 

（出所）内閣府「国民経済計算」、経済産業省「全産業活動指数」、総務省「労働力調査」 

 

（図表７）

（図表８）



非製造業労働生産性と消費支出 

（兆円）                               （万円） 

700

710

720

730

740

750

760

770

780

790

260

270

280

290

300

310

320
20

03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

民間最終消費支出 非製造業労働生産性（右軸）
 

（出所）内閣府「国民経済計算」、経済産業省「全産業活動指数」、総務省「労働力調査」 

 

非製造業労働生産性とインフレ率 
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（出所）内閣府「国民経済計算」、経済産業省「全産業活動指数」 

総務省「労働力調査」「消費者物価指数」 

 

（図表９）

（図表１０）



製造業・非製造業の経常利益 
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（出所）財務省「法人企業統計」 

 

製造業・非製造業の株価 
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（注）東京証券取引所一部上場の製造業 17 業種、非製造業 15 業種の株価指数を加重平均。 

各業種の株価指数＝時価総額/基準時点時価総額（1994 年 1 月 4日）。加重ウェイトは 

基準時点の時価総額。1994 年 1 月 4日＝1000 とする。 

（出所）内閣府「国民経済計算」、経済産業省「全産業活動指数」 

（図表１１）

（図表１２）



海外純所得 
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（出所）内閣府「国民経済計算」 

 

中長期の予想インフレ率 

 

調査時点 2～6年度先 7～11年度先

2012年6月 0.6% 0.9%

2012年12月 0.7% 1.0%

2013年6月 1.2% 1.4%
 

 

（出所）JCER「ESP フォーキャスト」 

 

 

 

 

 

（図表１３）

（図表１４）



「量的・質的金融緩和」の概要 

 

 

 「マネタリーベースが、年間約６０～７０兆円に相当するペースで増

加するよう金融市場調節を行う。」 

 

 

 イールドカーブ全体の金利低下を促す観点から、長期国債の保有残高

が年間約５０兆円に相当するペースで増加するよう買入れを行う。 

 長期国債の買入れ対象を全ゾーンの国債としたうえで、買入れの平均

残存期間を、現状の３年弱から国債発行残高の平均並みの７年程度に

延長する。 

 

 

 資産価格のプレミアムに働きかける観点から、ＥＴＦおよびＪ－ＲＥ

ＩＴの保有残高が、それぞれ年間約１兆円、年間約３００億円に相当

するペースで増加するよう買入れを行う。 

 

 

 「量的・質的金融緩和」は、２％の「物価安定の目標」の実現を目指

し、これを安定的に持続するために必要な時点まで継続する。 

 その際、経済・物価情勢について上下双方向のリスク要因を点検し、必要な

調整を行う。 

１．マネタリーベース・コントロールの採用 

２．長期国債買入れの拡大と年限長期化 

３．ＥＴＦ、Ｊ－ＲＥＩＴの買入れの拡大 

４．「量的・質的金融緩和」の継続 

 

 

（図表１５）



 

マネタリーベースと長期国債買入れの拡大 
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（図表１６）



 

バランスシートの見通し 

 

（単位：兆円） 

  １２年末 

（実績） 

１３年末 

（見通し） 

１４年末 

（見通し） 

  

マネタリーベース １３８ ２００ ２７０

 
（バランスシート項目の内訳）  

 
長期国債 ８９ １４０ １９０

 
ＣＰ等 ２.１ ２.２ ２.２

 
社債等 ２.９ ３.２ ３.２

 
ＥＴＦ １.５ ２.５ ３.５

 
Ｊ－ＲＥＩＴ ０.１１ ０.１４ ０.１７

 
貸出支援基金 ３.３ １３ １８

その他とも資産計 １５８ ２２０ ２９０

 
銀行券 ８７ ８８ ９０

 
当座預金 ４７ １０７ １７５

その他とも負債・純資産計 １５８ ２２０ ２９０

  
 

 

 

 

 

（図表１７）



 

 

「量的・質的金融緩和」の波及ルート 

ETF・J-REIT
買入れ

長期国債買入の拡大と年限長期化

イールドカーブ全体への低下圧力

資産価格への
働きかけ

銀行や投資家の
ポートフォリオ調整

インフレ期待
への働きかけ

ルート①

ルート②

ルート③

質的緩和：長期国債とリスク性資産の拡大

金融環境の改善
（借入コスト、銀行信用、株価等）

支出の増加
（消費、設備投資、輸出）

需給ギャップの改善 予想インフレ率の上昇

消費者物価の上昇

実質金利
の低下

量的緩和：マネタリーベースの拡大

ルート④

 

 

（図表１８）


